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(11) 第 12表関係（育英事業を行う法人用） 

☞ 各項目について具体的に記載してください。

☞ 非課税承認を受けようとする寄附財産に係る運用利益は、全て育英資金等に使用

される必要があります。 

☞ 奨学金の貸付け、支給の実績を確認

する必要がありますので、各年の実績

等を具体的に記載してください。 
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 イ 記載要領 

(ｲ) この表は、育英事業を行う法人に寄附をした場合に使用します。 

なお、承認申請書を提出する日の直前の状況により記載してください。 

(ﾛ) 「(1) 育英資金を得るための基金の運用の明細」の「１年間の運用利益」欄には、寄附のあった日

の属する会計年度における基金となっている財産から生ずる予想収益の額（例えば、基金となっている

財産が株式の場合には受取配当金の額をいいます。）を記載してください。 

(ﾊ) 「(2) 奨学金の貸付け・支給の状況」は、法人を設立するための財産の提供の場合には、経常的な事

業活動が行われる年度の事業計画により記載してください。 

（注） 既存の書類等でこの表に記載すべき内容が記載されたものがある場合には、この表の適宜の箇所に

「別紙のとおり」と記載の上、この表と既存の書類等を提出しても差し支えありません。 

 

ロ 申請時確認事項 

 確認項目 確認すべき事項 ﾁｪｯｸ 

1 

(1)の「１年間の運用利益」

欄及び「育英資金に充てて

いる金額」欄 

寄附を受けた財産に係る１年間の運用利益の全てが育英資

金等に充てられていますか。 
□ 

2 (2)(3)の「対象人員」欄 

貸付け又は支給の対象となる学生（生徒）は、30 人以上です

か。また、支給の対象となる学生（生徒）の募集範囲は、都

道府県の範囲よりも狭い一定地域内に限定されていません

か。対象となる学生（生徒）が 30 人未満の場合又は募集範

囲が都道府県の範囲よりも狭い一定地域内に限定されてい

る場合には、非課税承認は受けられません。 

□ 

3 
(4)の「入寮希望者の応募資

格」欄 

入寮希望者の応募範囲が、都道府県の範囲よりも狭い一定地

域内に限定されていませんか。募集範囲が都道府県の範囲よ

りも狭い一定地域内に限定されている場合には、非課税承認

は受けられません。 

□ 

4 全項目 記載漏れはありませんか。 □ 

 

ハ 添付書類 

 書   類 ﾁｪｯｸ 

1 
寄附をした日の属する年度以降５年間の奨学金の貸付計画又は支給計画について、「(3) 

奨学金の貸付け・支給の実績」に準じて作成した書類 
□ 

2 奨学金の希望者又は寄宿舎の入寮希望者の募集要領 □ 

3 奨学金の貸付け又は支給の対象者及び寄宿舎の入寮者の選考基準書の写し □ 

4 
奨学金の貸付け又は支給の対象者及び寄宿舎の入寮者の選考に当たり選考委員会等を設

置している場合には、選考委員の氏名、職業を記載した書類 
□ 

5 奨学金の貸付け又は支給実績が分かる書類 □ 
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